（別紙様式１）
参　加　表　明　書
平成　年　月　日　　
公立大学法人 新潟県立大学
　　理事長　若杉　隆平　様
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　印
　　平成30年度新潟県立大学情報セキュリティポリシー検証委託業務候補者選定に係る提案公募に参加表明し、期日までに提案書を提出します。
担当部署
担当者職・氏名
電話番号
FAX番号
e-mailアドレス
（別紙様式２）
平成30年度新潟県立大学情報セキュリティポリシー検証委託業務質疑書
平成　年　月　日　　
所在地
名　称
所属部署
担当者名
電話番号
e-mailアドレス
質　　疑　　事　　項
	資料名
	条項又はページ
	質　疑　内　容

	
	
	


※　質疑内容は複数記載してかまわないものとし、記載欄が不足する場合は、適宜ページを追加すること。
※　質疑内容について、確認する場合があること。
　　　　（別紙様式３）
資料開示申請書
(兼機密保持誓約書)
平成　年　月　日
公立大学法人 新潟県立大学
　　理事長　若杉　隆平　様
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　印
　次のとおり、資料開示について、申請します。
　なお、私(以下「甲」という。)は、公立大学法人新潟県立大学(以下「乙」という。)から開示された資料を使用するに当たり、併せて次のとおり誓約します。
記
１　開示申請資料
　　開示申請対象資料の№を○で囲むこと。
	№
	資料名
	開示方法

	1
	　セキュリティポリシーに関する規程類
	資料配布

	2
	　情報基盤システムの現状と今後の方向性
	資料配布

	3
	　学内組織と教職員配置
	資料配布


２　機密情報
　　甲は、上記の開示対象資料及びその資料に記載される情報が機密情報と解釈される（以下「機密情報」という。）ことを了承する。
３　使用目的
　　甲は、開示された機密情報（以下「本機密情報」という。）を平成30年度新潟県立大学情報セキュリティポリシー検証委託業務企画提案公募(以下「公募」という。)においてのみ使用し、これらを他の目的に用いないものとする。
４　機密保持
　(1)　甲は、本機密情報を善良なる管理者の注意をもって機密に保持するものとし、第三者に開示または漏らしてはならない。
　(2)　甲は、乙より機密情報の開示を受けた事実、またその存在の有無を第三者に開示又は漏らしてはならない。
　(3)　甲は、機密情報を機密に保持するために合理的な措置を講じなければならない。
　(4)　甲は、３で定める使用目的を遂行するために知る必要のある最低限の職員に対してのみ機密情報を開示できるものとする。
また、他の事業者と協業する場合については、当該協業者についても同様とする。この場合、甲は、協業者にも機密情報に関する機密を保持させるものとする。
なお、協業者が本誓約に違反した場合、係る者に情報を開示した当事者は、係る違反に基づいて生じる一切の責任及び義務を負担するものとする。
５　返却等
(1) 甲は、公募終了後、又は乙から要請があった場合には、文書（電子媒体を含む。）、図面（電子媒体を含む。）及びそれら複製の範囲に当たる有形な機密情報を乙に返却するか、又は破棄するものとする。
　(2) 甲は、前項による返却または破棄と同時に、事実を証明する書類を乙に提出する。
（別紙様式４）
応　募　申　込　書
平成　年　月　日
公立大学法人新潟県立大学
　理事長　若杉　隆平　様
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　印
平成30年度新潟県立大学情報セキュリティポリシー検証委託業務に係る公募要項の内容を了承し、次のとおり別添図書を添えて応募します。
記
提出書類一覧
	書類・資料名
	ファイル名
	頁数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※提出書類について、記載欄が不足する場合は、項目欄の行を追加又は行間隔を広げて構わない。
（別紙様式５）
１　会社概要
	会社名称
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	売上高（過去３年間）
	28年度　　　　　　　千円　　27年度　　　　　　　千円　　26年度　　　　　　千円　

	従業員数（直近）
	

	会社概要
	※別紙又は会社パンフレット等の添付可

	組織図
	※別紙又は会社パンフレット等の添付可


２　業務担当予定者（正副責任者）の略歴等
	所属
	【正】
	【副】

	職名・氏名
	
	

	保有資格
	
	

	業務経験年数
	
	

	主な業務実績
	
	


（注意）主な業務実績欄は、同種業務に携わった実績を記載すること。
３　同種業務の実績
	発注者及び担当部課名
	
	
	

	業務名
	
	
	

	契約日
	　平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	契約期限
	　平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	契約金額（税込）
	円
	円
	円

	業者選定方法
	
	
	

	業務内容
	
	
	


（注意１）当該業務の契約書の写し又は発注者の実績証明書等、事実確認できる書類を添付すること。
（注意２）直近の実績を記入すること。
４　協業体制（該当が無い場合は省略可。）
（１）会社概要
	会社名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	売上高（過去３年間）
	

	従業員数（直近）
	

	協業する事項
	


（２）協業先責任者
	所属
	

	職名・氏名
	

	業務区分
	

	保有資格
	

	業務経験年数
	

	主な業務実績
	


（注意）協業先が複数ある場合は、協業先毎に資料を作成すること。
５　費用見積
　　別冊としてかまわない。
（注意１)　当該委託業務に要する経費を見積もること。消費税及び地方消費税を明示すること。
（注意２)　見積額の積算内訳には、それぞれ区分、項目、単価、工数（人月又は日）等、経費の明細を明らかにすること。
６　業務日程
　　別冊としてかまわない。
（注意)　学事暦等を参考として、本学の教育研究等に支障を生じないよう、十分留意し、記載すること。
７　企画提案書
　　別冊としてかまわない。
（注意) 別添「平成30年度新潟県立大学情報セキュリティポリシー検証委託業務について」中、「7企画提案コンペ仕様」に従い、30ページ以内で作成すること。
※記入量に応じ、項目欄の行を追加又は行間隔を広げて構わない。








